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日本における児童福祉の成立

松 隆

, 序厚生*業から社会福祉へ

1. 社会福祉の時代の到来

1931(昭和6 )年に満州享変に突入して以来， 14年もの長きにわたって戦争を継続した後，物的 

にも人的にも甚大な損害を被ることによって，ようやくわが国は戦争から解放され，新しい時代を 

迎えた。その時には，経済も，国民生活も，荒廃と虚脱と不安の中に投げこまれていた。それだけ 

に，あらゆる領域で戦争前の前近代的な制度や政策や立法からの離脱と再生も焦盾の課題となって 

いた。

国民の生活や労働や福祉の領域でも，戦前猛威をふるった治安維持法，国防保安法，国家総動員 

法などが廃止され，民主化や近代化のうねりが高まる中で，旧時代の厚生享業にかわって，新しい 

時代にむけての政策や立法や享業を追求する動きもみられだした。

その結果，国民生活をめぐる状況，とりわけ社会福祉や社会保障にかかわる公的保障のあり方は， 

第 2次世界大戦を境に大きく変化していく。経済的にも，政治的にも，また社会的にも，深刻な混 

乱と破維の危機にひんして，はじめて従来の原理►原則を超える新しい対応への可能性が生成し， 

それがはぐくまれる条件も拡大していくのである。

その中でみられたもっとも重大な変化の1つは， 新憲法の生存権条項（第25条）や生活保護法な 

ど福祉立法にうかがえるように，すべての国民に対してその生活の最低限を保障する義務を国が負 

い，国民はそれを権利として享受できるにいたった点であろう。福祉行政もその原則にそって，厚 

生事業から社会福祉に発展することになるのである。

この点にかんしては，児童をめぐる福祉状況も例外ではなかった。たしかに兄童保護は，福祉の 

遅れていた戦前から比較的良好な足跡をしるしてきた領域ではある。しかし児童保護といえども， 

理念や実践において十分な展開をとげ，近代的な水準にまで到達して、たわけではなかった。戟後 

の混乱の中で，浮浪児等の問題に戦前の施策や理念では対応できないことが明らかになったのも， 

その現れにほかならなかった。また児童保護が，児童福祉としてすベての児童を対象にし，力、つ国
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家の責務，国民の権利の位置を得るのも，他の領域と同様に戦後にいたってからである。これらの 

.点をみても，児童福祉も第2次世界大戦をはさんで大きく変化したことが明らかであろう。それを 

象徴する対応が，組織上では厚生蜜における児童局の'敦置であり，また理念•立法上では児童福祉 

法と同法を理念的に再確認する児童憲章の制定であった。このような新しい状況の下で，児童福祉 

は全面化し，あらゆる領域で公私の事業•活動が推進されていく。

本稿では，紙幅が限られているので，戦後の児童福祉全般にふれることはしないで，その基礎と 

なった理念的確立に焦点をあてて，戦後まったく装いを新たにした児童福祉の生成と展開を明らか 

にすることにしよう。

2. 最初の社会福祉立法

第 2次世界大戦終結後，政府が国民生活にかかわる社会的施策として最初に手がけたのは，社会 

福祉的対応であるよりも，主に賃金労働者を対象にする社会政策的対応であった。1945年の労働組 

合法にはじまる一連の社会政策立法がそれであった。しかも，いずれも戦前のように上からきびし 

く抑制された梓組や劣悪な内容からなるものではなく，近代的な視点に立ち，西欧諸国の政策に近 

接した内容をもつ対応として出発したのであった。

もともと社会的施策の中では，国家の政策としては労働者を主対象とする社会政策が先行する。 

この点は，社会政策が経済的•.生産的意味をもつので，当然ともいえるが，同時にそれにむけて通 

常下からの要求運動が前提となることも周知のことである。この社会政策が体系化されたのちに， 

はじめて社会福祉も社会事業段階を脱皮して国家の責任において体系的に実施されるにいたる。第 

2 次世界大戦前のわが国の足跡もまさにそれを裏づけるものであったが，戦後も厳密にいえばまず 

労傅！)組合法など労働者に対する社会政策が社会福祉に先行したことは,.国家のかかわり方として無 

視されてはならない点である。

この社会政策に遅れて，ないしは部分的にはそれと併行しつつ社会福祉の施策が取りくまれた。 

終戦直後に，社会福祉政策の中ではもっとも先行した生活保護法や児童福祉法が導入されたのは， 

社会政策諸立法があいついで導入される時期であったし，それ以外の諸立法は社会政策の体系化の 

後に取りくまれるのである。

そのさいにも，国民全体にかかわるが，政策対象の基が労働者大衆である生活保護制度がまず 

具体化されるという歴史的序列を確認することが重要であろう。わずかの差ではあるが，その後に 

5S童に対する兄童福祉法が導入されたのである。それにしても，国の対応の中では，兄童にかんす 

る対応が比較的早く取りくまれたことも，孤児や浮浪児の多発という終戦直後の切迫した特殊享情 

があったとはいえ，留意されてよい。

社会福祉立法としては他よりも先行した生活保護法は，1945年12月の「生活困窮者緊急生活援護
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日本における児童福祉の成立 

要綱」をへて，翌46年9 月に公布，10月1 日からは実施に移された。それにつづく児童福祉におけ 

る対応は，浮浪兄等に対する施策，たとえば1946年の「浮浪児その他児童保護等の応急措置に関す 

る件」という社会局長通牒や保護にみられる一連の施策をへて，47年に児童福祉法と,して結実した。 

生活保護や児童保護という広いとらえ方でみれぱ，どちらも戦前すでに，保護制度が導入されてい 

たり，対応が比較的すすんでいた領域であった。その点では，この2つの領域に対する対応が戦後 

すぐになされたことには，戦前の実績が少なからず寄与していたことを忘れてはならないであろう。 

しかし，‘その視点や内容に目をむけるとき，どちらも戦前のたんなる延長ではとらえられないこと， 

同時に戦前の施策ギ理念では，戦後の享態に対応できなかったことも教えられる。生活保護制度に 

かんしては，先の「生活困窮者緊急生活援護要綱」からして，戦前の制限主義•限界主義をこえる 

内容のものであった。また浮浪児対策にしても，児童虐待防止法，母子保護法，少年教護法など既 

存の立法の枠には入らないものであった。

実際に'，ごく限られた階層に対するものではなく，すべての国民に対する全般的な生活保護法to 

導入は，工業生産の極端な低落にみられるように，経済活動も，国民全体の生活も，破線の危機に 

ひんした第2次世界大戦終結直後の状況を反映するものであった。一方で混乱と窮迫の中に，底辺 

層や労働者のみでなく，老人も，障害者も，児童も，不安と不安定の中に投げこまれる状況，他方 

で民主化の潮流が押しよせ，従来の政治的•社会的規範が動揺ないしは崩壊する状況は，それ以前 

とは全く異なる原則と内容をもつ対応を必要としたし，その実現を可能にもしたのであった。それ 

に応えたものが，国家の責任•国民の権利にうらづけられた全般的な生活保護制度を導入すること 

になった生活保護法であった。これこそ，戦後の新しい時代にはじめて実施された福祉立法であり，- 

その後あいつぐ福祉立法の基礎ともなるものであった。児童福祉法にしても，これを基礎にしてお 

り，この延長上にはじめて実現することができたのであった。

I 児童保.護の再開

1. 最初の児童保譲政策—— 戦災孤児•浮浪児対策——

甚大な被害と犧牲を生み落した戦争は，当然家族•家庭の上にもはかりしれない混乱や悲惨な情 

況をもたらした。父親•夫の死亡や行方不明による母子家庭への転落，さらには両親の死亡や家族の 

離散•崩壊による孤児の発生がいたるところでみられた。1947年2月1 日現在の厚生省児童局の調查 

では，「両親を失なった18歳未満の児童が全国に12万3,504A J にのぽった。そのうち「保護者なく

注 （1 ) 『日本における児童福祉享業の概況J 厚生省児童局，195辟 。この「全国孤児一斉調査M果J  (1947年2 月）にかん 

しては，『児童福祉法成立，資料集成.下巻JI (ドメス出版，1979年）にも収録されている。なお第2 次世界大戦直後 

の孤児. 浮浪児については，『浮浪児調査報告』（大阪市社会部，1946年)，吐村泰男r戦災孤児と浮浪児」（『児童福 

m 厚生省児童局，1948年)，宮出秀雄『ルンペン社会の研究J  (故造社，1949年）を参照のこと。
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独立して生活している者がも201人」おり，多くは東京，大阪，京都など大都会に集中的に浮浪化 

し徘徊することになった。眠るための家屋はもちろん，しばしば食料もなく，栄養失調が蔓延した。 

そのため餓死する5E童さえ少なくなかった。そうでなくとも，浮浪児の問題は，非行や治安問題， 

さらには生命の危機といった問題も惹起するので，政府•当局としても看過できない対象であった。

それに対して，当初は篤志家が個人的に対応したり，養護施設が収容保護にのりだしたりするこ 

とからはじめられた。当局が関与するものでは，まず取蹄り的な対応が目立っていた。その過程で， 

r1946年度に一斉発見または常時発見等により保護した浮浪児の数は1万1,153人，1947年度は 1
C3)

万も000人」にのぼった。施設保護にかんしては，既存の施設のみでなく，収容可能な余地をもつ 

寺院•教会などが眼前の窮状をみかねて児童を収容•保護する対応にのりだしたのも，戦後の新し 

い特徴であった。

このような深刻な状況の下で，政府*自治体は，「狩り込み」や 「強制収容」といった取り蹄り 

的，ないしはその場しのぎの対応の限界を否応なく知らされることになった。独力では生活能力を 

もたない児童に対して，もっと積極的に保護策にのりださざるをえなくなったのである。

一方で孤児に対しては，1945年 9 月，次官会議決定としてr戦災孤兄等保護対策要綱丄文部省 

国民教育局長による地方長官宛の通賺として「戦災孤児等集団合宿教育ニ関スル件」を発表した。 

1946年 4 月, 社会局は「浮浪児その他児童保護等の応急措置に関する件」という通牒をだして，浮 

浪児に対する政策方針を発表した。ついで同年9 月には，厚生次官が「主要地方浮浪児等保護要 

綱内務省警保局長が「少年に対する防犯機構の整備について」を作成し，都道府県長官に浮浪 

児や少年非行対策の指針を示した。まだ児まにかんする戦前の諸立法が形式的には存在していると 

きであったが，前述のとおり，それらでは終戦直後の事態に対応することができなかった。そのた 

め応、急的にであれ，このような新しい政策が必要とされたの'X?'あった。

2. 戦災孤児•浮浪児対策の性格

以上のように，終戦直後には戦災孤児•引患孤児や浮浪児の問題をはじめ，乳幼児の栄養不足• 

死亡率の高さ，労働，教ぎなどいろいろの児童間題が深刻な後相を呈していたが，政府レベルの具 

体的な施策は，まずもっとも切実な問題であった戦災孤児や浮浪兄の問題に集中した。そこに，戦 

争という異常な事態が生み落した特殊な状況が存していたことがうかがえる。それだけに戦災孤児 

や浮浪児の問題は，明らかに戦争の生み落した一時的なものであり，それ自体はけっして継続性を

注 （2 )  [慶園座談会』（京都. 積慶園，1951年）では，「(終戦）当時は，夏だったのでまだよかったものの駅の冷えこん 

だコンクリートの上に，はだかの浮浪者が，いっぱいで，歩道を歩くことができないほどで，待合室では，旅客の弁 

当を乞食して歩いている，……そこでまず，平安徳義会だとか, 平安養言院だと力,へ無理やりにおし込んだ。所がそ 

り当時浮浪者の栄養状態は全く悪かったんで，20日ばかりの間に，ぱたぱたと死んでゆくという始末でした」といっ 

た状態が回想されている。

( 3 ) 前掲『日本に於ける児童福祉享業の概況Jo
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もつ問題ではなかった。それに応じて，その対応も応急的な性格をでるものとはならなかった。そ 

こに，終戦直後から1947年12月の児童福祉法公布にいたる時期の特徴もあった。つまり新しい時代 

にあった新しい理念をうちたてる基本的で，かつ永続性をもつ作業や成果よりも，一時的•応急的 

措置にみるべきものがあったのである。

従ってこの限定的な問題に対する対応をみるだけでは，それに対していかに政府が従前とちがっ 

た責任ある視点から取り組んだとしても，この段階では戦後の児童保護の新しい胎動を全般にまで 

敷衍して，児童福祉としてうけとめることはできない。そこには，まだ児童福祉視点の部分的表現 

しかうかがうことができないであろう。そのような部分的•一時的対応を超えて，恒常的に全国に 

等しく行きわたる児童保護が国の責任において取り組まれ，それが定着するときにこそ，はじめて 

児童保護における新しい時代，つまり児童福祉の時代の到来をみることができるのである。それ故 

に，この時期を戦後における児童福祉史の第一期，それもその前半期として，すでにその時期にも 

少しずつ手がけられてはいたが，1947年以降に本格的に開花し，蓄積されろ理念的成果を時期的特 

徵とする後半期と区別することが適当であろう。

ともあれ，戦災孤兄•引揚孤児や浮浪児への対応を通して児童保護に対する理念や取りくみが前 

進し，その潮流がほどなく児童福祉法に集約されていく力;，その立法こそ，恒常的に新しい視点で 

取りくまれる時代の基礎となるものであった。そしてその立法の出発とともに，戦後児童福祉の第 

1期における主蜂を形成する後半期が始まるのである。

なお浮浪児対策は，児童福祉法が導入された後もしばらくは解決されないで残りつづけた。1948

年にいたっても，r浮浪兄根絶緊急対策要綱の実施について」などが必要とされたのは，それをよ

く示している。1949年11月の r言少年不良化防止対策基本要綱」などの非行対策も，浮浪児対策か

ら派生した対応であったといえるだろう。しかしほどなく非行対策も終戦直後の応急的諸対応と

の関連を抜けだして，独自の，しかも恒常的な対応に全面的に転化していく。その時は，戦災孤児

や浮浪児が児童養護施設等にほぼ収容保護されるところまで落ちつくときである。一方で新しい少

年法（1948年)，少年院法（1948年）の制定，中央言少年問題協議会の設置(1949年)などの国家レベル
C4)

の動向，他方で1949年頃から導入される言少年保護条例の制定やま少年問題協議会各都道府県支部 

の設置など地域レベルの動向が，非行対策に1つの独立した領域を形成させるまでになるのである。

n 児 童 福 祉 理 念 の 確 立

1. 児童福祉法の制定

第 2次世界大戦終結直後，社会的にも，経済的にも，また政治的にも，混池とした状況の中で，

注 （4 ) 佐伯千{jg . 戒能通孝『言少年保護条例の法的性格』マスコミ倫理懇談会全国協議会，1961年 （？）。
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児童保護領城では，一方で応急的•緊急的対応として対症療法的に孤児•浮浪児対策がすすめられ 

ていたが，同じ時期に永続性をもつ福祉政策につながる活動として，厚生省児童局の設置，さらに 

は理念的•理論的対応の基礎づくりもすすめられていた。

当時，生活不安•社会不安が囲繞する中で，労働運動が戦前には考え及ばなかった規模で展開さ 

れていた。工員層•現場労働者のみか，職員層もまきこんで，いたるところで労働組合が結成され， 

それらを結集した全国組織も創設された。戦後ほどなく法認された団結権，団体交妙権，争議権の 

労働3権がそれらを支える役割を演じていたのである。

このようにして，労働者に労働基本権を承認した政府は，社会事業領域でも，国民の権利の承認 

など，戦前とはまったく異なる視点や政策で対処せざるをえなくなっていた。その一環であり，力、 

つ緊急性を有する問題をかかえていた児童福祉に対しても同じ視点や政策を具体化することが焦盾 

の課題となっていた。民主化の潮流を象徴する新憲法に対応するように立法化された児童福祉法が， 

その動向の最初の大きな到達点を示すものといってよいであろう。同法自体は，r終戦後の戦災孤 

児，引患孤児，浮浪児，不良児の激増という特別な社会現象を直接の機縁としてつくられた法律で
C5)

ある」力;，その成立は，同じ第1期においても応急的対処に追われた前半期と区別される後半期の 

到来を意味するだけでなく，戦後40年近い年月の経過の中でみても最高蜂に位置するほど大きな意 

味をもっていたといっても過言ではないだろう。
( 6 )

兄童福祉法成立にいたる動向•過程についてはすでに寺脇隆夫氏などの詳細な研究があるので，

ここでは深く立ち入るつもりはない。同法は，短期間のうちに集中的に審議•検討されて，1947年

11月に国会を通過，12月公布，翌48年 1月に一部実施， 4 月に全面実施に移されたものである。

はじめてこの問題が公的に検討された段階，すなわち厚生省が試案として作成した段階（1946年

10月）では，法律の名称は「児童保護法_1であり，その內容も数次の試案ごとに多少の変動はみられ

るが，当初は児童生活の保障に目をむけつつも，感化法の流れをくむ少年教護法の改正を軸に児童

保護を強化しようとするものであった。この点は，世界でももっとも早い時期の児童福祉法の1つ
( 7 )

であるニ ュ ー ジーラソドの1925年法と同様の性格をもつものであった。戦前には児童保護政策の中 

にあっては感化行政がもっともすすんでいた享情，1946年の18歳未満のま少年犯罪は，45年の2万 

8, 285人に比し2倍以上の6 万1,941人に達したように終戦直後には「不良児」や言少年犯罪も大き 

な社会問題であった状況，また浮浪兄も非行対策的視点からうけとめられる一面をもっていた当時 

の状況を考えれば，当然の取りくみであったともいえよう。この点では，大正末に検討されたもの

「H 田学会雑誌」76卷 2 号 （1983年6月）

注 （5 ) 竹中勝男『社会保障』朝日新聞社，1954年。

( 6 ) 寺脇隆夫r児童福祉法の成立と思童の権利J 『社会福祉研究J 19号，1976年10月，前掲『児童福祉法成立資料集成. 
下巻』。 はかに松崎芳伸『兄童福祉法』（日本社会事業協会，1948年）を参照のこと。

( 7 )  ニュージーランドの児童福祉法につし、ては拙著『理想郷の子供たち---- ニュージーランドの児童福祉-----』（論創

社，1983年）を参照のこと。
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日本における児童福祉の成立 

の，結局日の目をみなかった児童扶助法よりも狭い内容のものであったといわねばならないだろう。

しかし中央社会事業参員会兄童对策小委員会の討議（1947年1月）以降は，名称も内容も当初のも 

のから新しいものに移行していった。とくに1947年 6 月2 日案（「児童福祉法要綱案J)では，内容が 

一層広く紘合的なものに変わっていった。つまり特定の階層に対する保護を目的にしたものから，

すべての児童の福祉を目的にする方向が明確なものとなり，r法の趣旨目的が真に児童の一般福祉の
( 8 )

増進を図る明朗且つ積極的なものであることを標榜する意味から，法の名称も丄児童保護法から 

「児童福祉法」に変わったのであった。最終的に児童福祉法案としてまとめあげられ，国会に提出 

されたときにも（1947年8月），少年教護法の梓を大きく超え，すべての児童とすべての児童問題に 

も目をむけうるものとなっていた。 -

その構成は現在にも続くように，次の5享からなっていた。

第 1享総則

第 2享福祉の措置および保障 

第 3享児童福祉施設 

第 4章費用 

第 5ぎ雑則

この5つの享はさらに72条 （政府原案では69条）にわけられ，詳細保護の原則と内容を規定して 

いたのである。

2. 児童福祉法の理念と意義

以上のようにして成立した児童福祉法は，一方で既存の児童関係立法，つまり児童虐待防止法

(1933年)，少年教護法（1933年)，母子保護法（1料年）などを整理•統合するとともに，他方で新し

い時代の要請にjtSえるかのように既存の立法ギ経験を超えて，要保護児童のみか，戦前にあっては.

片隅に押しやられつづけた障害児をふくめ，すべての児童を対象にしていた。しかもその基礎には,

児童が国や自治体から福祉的保護をうけることが児童，ひいては国民の権利であり，国•自治体は

それに責任を負うことを確認する原則がすえられた。同法第1条は rすべて国民は，児童が心身と

もに健やかに生れ，且つ，育成されるよう努めなければならない。すべて児童は，ひとしくその生

活を保障され，愛護されなければならない」といい，さらに第2条は「国及び地方公共団体は，児

童の保護者とともに，児童を心身ともに健やかに言成する責任を負う」として，公的責任を明らか
( 9 )

にしている。この2つの条文はr兄童福祉の基本理念」を明らかにしたもので，憲法第25条に確認 
(10)

された生存権が「福祉権」として生かされているものであった。

しかしながら，里子•里親問題などにみられるように，重要な方策でも，同法の条文にはきちん

注 （8 X 9 X 1 0 )川嶋三郎編『児童福祉の諸問題』港出版合作社，1950年。
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と取りあげられなかったものもあった。たしかに里子問題にかんしては，終戦後，厚生省も児童問 

題関係者も重視していた。たとえば児童福祉法が議会に提案される直前の1947年 6 月2 日の法案で 

は，里親についても1節がもうけられていた。また児童福祉法制定後の厚生省や関係者の対応をみ 

ても，文* でみる限り，依然とし里子問題の重要性は認識されつづけた。しかるに，国会に提案さ 

れた1947年8 月11日案では，里親制度にかんする1節は削除されてしまった。わずかに第27条で間 

接的にふれられ，児童福祉施行規則で手続きなどが規定されたにすぎなかった。それだけに1948年 

に，厚生省は「里親等家庭養言運営に関して」という通達を都道府県知事に出し，里親制度にかん 

する政策的基礎を示す必要があったのである。ただそれにしても，児童福祉法という基本法に里親 

制度にかんするきちんとした定めがなかったこと，里親制度に対する当局の認識は不十分•不徹底 

なものであったこと，しかもその後も長くその消極性がひきつがれることは否定できないのである。

そのような^*々の問題はあったにしろ，ともかく児童福祉法は，すべての児童を対象にする総合 

性をもつ政策であると同時に，あらゆる児童保護•福祉* 業 •活動の基本法となるものであった。 

このような法唐の成立は，新憲法下の民主化の潮流が他の多くの福祉対象•領域に先んじて児童福 

祉の領域に浸透し，そこに安定した足場を得たことを示すものであろう。

ともあれ，児童福祉法という果実が得られるには，一つには戦後の児童をめぐる状況が戦前と異 

なるまったく新しい視点•政策を必要としていたこと，またそういった視点•政策の成立を可能に 

するほど状況が混乱していたことが指摘されろ。もう一つには，その状況をうけとめたアメリカ占 

領軍の指導があったことも与っていた。さらにもう一'̂̂13には，孤児•浮浪児対策といった個別問題 

レベルでみれば，戦前の視点•政策では解決できなかったことは歴然としていたが，もっと一般的 

にみれば，戦前にも児童保護は比較的重視されており，その政策的遺産が児童福祉法の結実を容易 

にしたことにも留意の目をむけてよいであろう。

このようにして成立するにいたった児童福祉法の意參を改めて整理すると，（1)児童のみを対象に 

した最初の自立的な福祉立法で，しかも全児童を対象にする総合性をもつものであったこと，（2)国 

の責任•国民の権利という原則を児童保護の領域でもはじめて後立したこと，（3)同法は生活保護法 

の原則に重要な基礎を与えられているが，逆に他の福祉諸立法に対しては先導的役割を果したこと， 

<4)その後の現場における児童福祉享業•活動に支えや客ぽ的な基準を提供したこと，最後に以上を 

総合してみると，（5)戦後40年の児童福祉の歴史，さらには明治以来110数年の児童保護の厘史にあ 

っても，同法は最高として|1|£立していること，それだけに国民全体に大きな期待を与えたことが 

指摘できるであろう。 /

「三田学会雑誌」76卷 2 号 （1983年6月）

注 （1 1 ) 厚生省児童局企画課長であった川嶋三郎は，同上* においてr児童福祉法が実施せられた当時，新しい福祉国家の 

理念に基づき，BSS的な，歴史的意義をもった法律として登場したこの法律に対して，国民は非常に多くのものを期 

待した。児童福祉のま菜に従# するものも亦，例外なく，多くの夢をえがいて，この法參によって開拓される明るい 

将来を想いみたのであったJ と評価iした。
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3 . 児童*章の制走—— is童福社理念の再確認——

1947年に成立をみた児童福祉法は，その意義として以J:の諸点を有していたらそのうち，ここで 

は権利•參務関係の原則を全児童に保障したこと，その上でよりよい福祉を追求する近代的な社会 

福祉目標を児童保護の領域でも確認したことにみられる理念的到達の意味の大きさをとくに強調し 

ておきたい。たしかに同法は，児童福祉拖設など現場におけろ享業や活動に指針や基準を用意し， 

その活動を容易にする実践的役割も果たしていたが，それ以上に児童福祉が戦前の児童保護を超え 

る新しい理念を確立する時期を現出した意義の方が歴史的には重要であろう。

同法の成立と並行するように，社会保険制度調査会でも，児童手当など兄童問題を含め，社会保 

障全体の理念や内容を検討していたが，児童福祉にかんしては，この児童福祉法が近代的理念を公 

的に確認した最初の結実であった。その後も，同法以外のところでも，同じ理念的展開の役割を演 

ずる延長上に，数々の活動が行なわれる。たとえば1948年 7 月に国民の祝日として5 月5 日を「子 

供の日」とすることが決まづた。わが国では， 5 月5 日はすでに1921年から乳幼児保護宣伝デ一や 

乳幼児愛護デ一として祝われてきたが，戦後のこの段階で改めてrこどもの人格を重んじ，こども 

の幸福をはかるとともに母に感謝する日」と規定したことも，児童福祉法展開の延長において理解 

することができ，いわば出発したばかりの児童福祉理念の定着化をはかる役割をもっていたといえ 

るのであっ,た。

このようないろいろの動きにもかかわらず，児童福祉法の理念を明確に再確認する役割をもつこ 

とになるもの，すなわち兄童福祉法と理念的に直接つながるものは，児童憲享であった。

児童憲享の採択は1951年のことであった。しかしそれを推進しようとする動きは，すでに1949
(12)

年からはじまっていた。周知のように，児童憲章は法律のように強制力をもつ国家が決定した定め 

ではない。あくまでも国民（大人）が自らの意思として守るべき規範•原則を確認する意味で採択 

したものである。しかしわが国の場合は，取りくみの契機からいっても，採択までの内閣，厚生省， 

中央児童福祉審議会などのかかわりでみても，公的要素が強く入りこんで、た。すなわち1949年， 

厚生省児童局はG H Q 公衆衛生福祉局より諸外国における児童権利宣言にかんする資料を提供され 

た。同局は，ただちにそれらを中央児童福祉審議会と全国児童課長会議に配布した。それを機に， 

わが国でも更童憲まの制定を支持する声が高まった。たとえぱ同年6 月には第10回中央児童福祉審 

議会がこの間題を正式に議題として取りあげ，児童憲章制定準備委員会の設置もきめた。さらに全 

国児童福祉大会でも，この問題にかんする特別部会が設置された。

1951年 3月にいたり，中央児童福祉爱議会は児童憲享試案を決定した。以後，児童憲享草案づく 

りはこの試案をもとに総理府の手ですすめられることになった。総理府は児童憲享制定会議事務局

日本における児童福祉の成立

注 （12) 児童憲章の制定経過については，川嶋三郎編，前掲『児童福祉の諸問題』および中央青少年問題協議会編r児童憲 

章一 別冊少年問題一 』（日本少年教護協会，1952年5 月）を参照のこと。
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を設置し，あわせて児童憲享草案榮備会も発足させた。その活動の結果，1951年 4 月25日，最終的 

に児童憲章案が作成された。

1951年 5月4, 5 日，吉田首相の招集で236名からなる児童憲享制定会議（金森德次郎議長）が開催 

された。そこで，原案が若千の字句の訂正をうけたのち，児童憲享として5 月5 日の子供の日に制 

定されるにいたったのである。
(13)

児童憲章は，まず前文で一般的な3原則（個人的地位，社会的地位，大人の責任）を示しそれをう 

けて各論として12の原則をうちだす構成をとっている。問題解決のための具体的な方策を示した性 

格のものというよりも， 童の権利と大人たち（政府もふくめ）の責任にかかわる原則を示したもの 

である。その点で同憲享は，国が責任をもって定め，強制力をもって実施に移したものではないに 

しても，大人のみか，国や自治体に対しても，児童福祉の規範として作用する性格をもっている。 

それ故に，児童福祉法と同じ流れにおいてとらえることができるのである。

児童憲章の制定された1951年というと，労働運動•社会主義運動も，前年の総評の成立にみられ 

るように，戦後初期の混乱を技けだしてようやく安定の方向にむかう時期であった。いわば戦後労 

働運動は確立期を迎えていたのであった。社会福祉についてみれぱ，同年は全体的には戦前の社会 

事業法にかわって，社会福祉事業法が成立した年として忘れられない。同法は児童憲享が検討され 

だしたと同じ頃，同じような契機で取りくまれだした。すなわち，1949年11月，G H Q は1950年度 

厚生行政の目標として，①'厚生行政地区制度，②市厚生行政の再組織，③厚生省による助言と実施 

指導，④公私社会享業の責任と分野の明確化，⑤社会福祉協議会の設置，⑥有給専任吏員現任訓練
(14)

の実施の6項目を提示した。これらが検討され，ほどなく社会福祉事業を遂行するにあたってのあ

り方や原則をうちたてる社会福祉事業法に結実する。同法も戦後出発したばかりの社会福祉の理念

を再確認し，実践にさいしての原則を示したもので,あった。

同じ頃の児童福祉についてみれば，児童福祉法による理念上の確立から，いよいよ実践上の対応

に重点を移していくときであった。しかるに児童をとりまく状況はなおきびしいも.のであった。た

とえば死産が1951年には児童福祉法の成立した47年に比べて2倍に増えるなど，「おそらく文明国 
(15)

中世界で一番高い乳児死亡率」を示したほどであった。少年非行にしても，1948年以降は極端な増 

加を抑えられたが，いっこうに減少する方向にはむかわなかった。また児童労働も決して改言され 

たわけではなかった。このように，新しい福祉理念に現実がついていっていない状況に，児童福祉 

領域において改めて近代的な福祉理念を確認する必要からも，児童憲享の導入は意味をもっていた 

のであった。

以上のごとく，新憲法を踏台に，児童福祉法の公布，そして児童憲ぎの制定にいたる流れが，戦

「三田学会雑誌」76巻 2 号 （1983年6月）

協議会編，前掲 

殺法制概説』
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( 1 4 ) 小川政亮『社会享業法制概説』誠信書房，1964^
( 1 5 ) 竹中勝男，前掲『社会保障』。



後すぐの時期にあたる児童福祉の第1期であった。この時期が，たんなる理念的前進にとどまらず,

現場における実践活動にもその後の基礎として大きく寄与していく面をもっていたことは何人も否

定できないであろう。たしかに児童のおかれた現実はまだきびしかったし，児童福祉の実践にとっ

て支えとなる厚生省児童局の創設，児童相談所の整備•拡充，福祉享務所の設置，それらを母胎に
(16)

活動する児童福祉司や社会福祉主享の増員や強化も，この理念的確立期といえる第1期にすすめら 

れた。しかしこのような現実があったにしろ，この戦後すぐの第1期にあっては近代的児童福祉 

の理念的成果にこそ，もっとも大きな意味があったと考えるべきであろう。

m 児 童 福 祉 の 発 展

1. 児童福祉の展開と現場重視への傾斜

第 2次世界大軟後の児童福祉は，戦争の遺した混乱や犧牲の処理からはじまった。つづいてその 

混乱期から抜けだすように，新憲法の成立を背景にして児童福祉法が成立した。さらにそれからし 

ぱらくして児童憲享が採択された。この戦後の混乱期から1951年にいたる時期こそ，戦後における 

児童福祉の第1段階の時期であり，戦災孤児•浮浪児に対する緊急保護政策に追われながらも，旧 

時代の理念を克服して新しい理念の確立をすすめた時期であった。

この時期を通じて，たしかに浮浪児対策など深刻化する目先の問題に対応した応急措置が重視さ 

れ, 先行した。この問題が緊急性を要した，きわめて重要な意味をもったことは何人も否定しえな 

いであろう。しかし，それは，あくまでアド•ホクな性格の対応で，永続性をもつものではなかっ 

すこ。その後の児童福祉の歩みを含めて長期的にみれば，1940年代後半（昭和M 年代前半）にあっては 

緊急性をもった応急的対応よりも，むしろその後に長く生きつづける理念上の役割こそ，忘れては 

ならない成果なのであった。

この理念上の到達を現場において機能させるベく努める，いわば実践重視の段階に入るのが，そ 

の後の第2期以降の'推移である。

児童福祉が第r期から，1950年前後にはじまる第2期，ついで1960年前後にはじまる第3期にま 

で比較的早くすすみえたことには，欧米に比して日本の兄ま福祉が遅れていたことを関係当局も認 

識して，民主化の潮流の中でその遅れを回復しようと努めた姿勢も否定できないが，それ以上に児 

童が他の福祉対象，たとえば高齢者や障害者に比べると，一面で同じく労働力としては不十分ない 

しはまったく欠如しているのに，他面で児童のみは将来の労働力•生産力という位置にいるといっ 

た;e童の特性が大きく与っているであろう。

日本における児童福祉の成立

注 （1 6 ) 前掲『日本における児童福祉事業の概況なお同* は，このような動向をみて当時を「社会福祉事業の革新期」 

とよんだ。
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一般に社会福祉は生産的意味をもつ社会政策とちがって，労働力•生産力としてはまったく，な 

いしは不十分にしか利用できない階層•集団を対象にしている力';,児童福祉のみは児童という将来 

の労働力•生産力を対象にしている。そのため，社会福祉の一環でありながら，兄童福祉は資本主 

義的価値観とも必ずしも対立しない面をもっている。そこに児童福祉政策が他の福祉政策に比して 

積極的にすすめられる面をよみとることができるだろう。

昼わが国の場合もその点では例外ではなかった。とりわけ高度成長を邁進する中で，その成果の一 

部を児童のためにふりむけることができたので，少しずつながら児童福祉も整備されることになっ 

た。児童が国家によって意図的に愛護されるのは，将来の兵力•労働力として強烈に意識される戦 

時中のみではない。平時でも資本主義生産を順当に維持する責任をもつ国家は，児童への配慮を欠 

かすことはできないのである。ただその配慮を形式的なものに終らせるか，それとも内容の豊かな 

ものにするかは，国民の意識と要求の程度如何にかかわっているといってさしつかえない。児童福 

祉にかかわる問題を一つ一'̂̂3点検していくと，なお多くの問題が存しているのは，そのような国民 

の側における意識と要求運動の遅れが大きくかかわっていたことと無関係ではないであろう。

その後の児童福祉の推移を概観すると，1950年前後以降，第 2期を迎える。日本経済が戦後復興 

をとげ，ほどなく成長路線にのる流れの中で中央児童福祉審議会の積極化，未熟児対策，くる病対 

策などが目立ったほか，身体障害児，精神薄弱児，ついで心身障害児にも保護策が拡大された。と 

くにこの段階では，戦前には公的施策としてはほとんど取りくまれることのなかった障害児が第1 

期の理念的成果に支えられるように，継続的に公的政策の対象になるのが注目される。

具体的には1949年の身体障害者福祉法，1961年の精神薄弱者福祉法によって，児童福祉法で保護 

される障害児が身障者あるいは精薄者全体の中で，それとの結びつきで位置づけられるようになっ 

たほか，1952年，精薄児の通園施設の開設，53年，精薄児対策基本要綱の作成，1950年代後半以降 

各種手当の整備などもあいついですすめられた。

2. 児童福祉の全般化

以上のような第1期の応急策と理念的確立，第 2期の個別的対応の進展をうけて，その第2期と 

は部分的に重なりあいながら，1960年前後になると第3期に入っていく。そこでは，特別児童扶養 

手当法にみられるように，従前からの個々の問題や対応に加えて，すべての児童を対象とした施策 

が重要な課題となってくる。1961年に整備をおえる年金制度，1965年の母子保健法，1971年の児童 

手当法に代表される保健•医療的サービスや年金•手当制度などの導入や拡充がそれである。

ここに第1期の理念の確立からはじまり，第 2期の個別的問題ごとの対応をへて，第 3期のすべ 

ての児童にかかわる福祉的対応の時代に到達するが，この段階以降，児童福祉の全面化•総合化が 

はじめて現実の課題として視界に入ってくる。すなわちここにいたる流れの中で，たんに理念や目
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日本における児童福祉の成立 

標としてすベての児童を対象とするだけではなく，具体的施策としても，限られた要保護兄童，と 

くに感化•教護行政に比重のおく対応から，次第に多様な対象に施策を拡大する方向，さらに最終 

的にはすべての児童を総合的に対象とする方向，いうなれば児童福祉の全面化の方向にすすんでき 

たことがうかがえるのである。

もちろん児童福祉が総合的•体系的にうけとめられるようになったといっても，個別的にも，総 

合的にも国の政策が十分に行きわたり，問題がなくなっ.たことを意味するのではない。現状では， 

あくまで全般的な枠組が出来上り，個別的問題や階層のみでなく，紘合的視野で福祉全般がうけと 

められうるようになったというだけの段階である。その中味まで実質のある充実したものにするの 

は，なお今後に残された課題である。

以上のような経過を経て，現代の児童福祉は，権利•義務関係を基底にもって，すべての児童の 

多様な側面•問題に对して，多様な方法•理論を動員して対応する性格のものとなっている。しか 

も多様な側面•問題や多様な方法•理論が総合的•統合的に理解され，対応される方向で取りくま 

れようともしている。とりわけ現場•実践と理論•理念の統合が必要とされ，それにむけての努力 

が欠かせなくなっているのである。

I V 現代の児童福祉

1. 生活•生命上の対応一 経済的.養雄的対あ——

現代において児童福祉を総合的にみる場合，どのような側面や問題，あるいはどのような対応や 

保護が存しているのであろう力、。ここでは，次の諸側面から問題の所在と対応を検討することにし 

たい。それは，①経済的対応，②養護的対応1 ③保育的対応，④教言的対応，⑤心身的対応，⑧教 

護的対応，⑦環境的対応，⑧権利的対応の8分類によるものである。

児童にかんする問題の多化•複雑化とともに，それへの対応も多様化している力’、，一方で個  々

の問題に対する対応を充実させるとともに，他方でそれらの問題•对応を総合的•統合的にうけと 

めることも不可欠になっている。そのような相互に有機性をもつ結びつきと総合的な視点が，現代 

における児童福祉発展の鍵になっているといってよいであろう。

( 1 ) 経淡的对応いうまでもなく経済的問題，それに対する経済的対応•保障は，すべての 

児童に対する福祉的対応の中で，基底的意味をもっている。この点は，生活保護•生活福祉が社会 

福祉全体の中で占める位置と同様である。経済的不公平•不平等が童の成育過程に不可欠の学習 

•進学，就職，社会的活動などに際して不公平•不平等を招来しかねないので，経済的対応はきわ 

めて重要な位置を占めるわけである。児童福祉法が第1条第2項において「すべて児童はひとしく 

その生活を保障され，愛護されなけれぱならない」と規定し，また児童憲享もその第1項において
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「すべての童は，心身ともに健やかに生まれ，育てられ，その生活を保障される」と諷いあげた 

のも，そのような理由と無関係ではないであろう。

具体的には，わが国の場合，生活保護制度を通しての生活や教育の扶助，母子手当，身障児手当， 

精薄児手当，児童手当などが用意されているが，この問題でも，まず生活困窮家庭や母子家庭Q 児 

童，障害をもつ児童といった何らかりハンディキャップを負った特定の階層や要保護家庭の童に 

扶助•手当を支給することから始まり，やがてすぺての児童にかかわる児童手当制度の導入にすす 

む道筋をたどる。

ほかに福祉プロパーの制度ではないが，教科書の無償制度などのように，部分的に福祉的効果を 

もつ政策も経済的対応の一環に位置するものと考えることができるだろう。

( 2 ) 養譲的对あ養護的対応とは養育保護に欠ける児童，たとえば両親や一方の親がいない 

とか，病弱などの理由で両親や保護者が養護能力に欠けるとかして，家庭に恵まれない児童に対す 

る福祉的対応である。石井十次や留岡幸助ら先駆的社会* 業家の経験と教訓にまつまでもなく，児 

童にとって家庭の存在は生存権にもかかわり，その重要性は論をまたない。従ってこの対応で目的 

とされることは，家庭的養護に恵まれない児童に家庭ないしはそれにかわろ環境を保障することで 

ある。児童憲章の第2項が「すべての兄童は家庭で，正しい愛情と知識と技術をもって育てられ， 

家庭に恵まれない児童には，これにかわる環境が付与される」と諷ったのは，その理念を表現した 

ものにほかならない。

具体的には，⑦集0 的參護，つまり施設養護と® 個別的養護，つまり家庭的養護の方法がとられ 

る。前者© には1歳未満を対象とする乳児院や乳児以外を対象とする児童養護施設,.後者®には里 

親制度や養子縁組制度などが関係する。歴史的には，⑦© の両者が併用され，組みあわされて対fE 

されてきたが，そのうち前者の養護施設については，国際的にも時とともに孤児院的性格をもつも 

のが不要化し，新しく短期の家族福祉的機能をもつ施設が一般化してきた。 、

しかしわが国では孤児の存在と収容は減少しても，収容の長期化にみられるように養護施設は依 

然として孤児院的施設の性格を脱却しえていないのが現状である。そのかわり，欧米の保護対象で 

みると，収容保護されてよい児童が放置されている例も多く，養護拖設の収容人員がこのところ長 

期にわたって頭打ちになっているといっても（約3万人強)，その重要性なり必要性まで減じたとは 

いえない。むしろ離婚や蒸発などによる家庭崩壊の増加とともに，新しい養護需要が増えているの 

に，それには十分に応えていないのが現状である。

このような直面する状況に十分応えていないのは，個別的対応である里親制度や養子制度にもい
(17)

えることである。この点については他でもふれているので，ここでは詳しくはふれないが，里親制 

度も養子制度も，わが国の家庭•家族制度の状況ともにらみあわせつつ，児童本位のものとして再

「三田学会雑誌」76卷 2 号 （1983年6月）

注 （17) 小松隆ニ，前掲『理想郷の子供たち一 ニュージーランドの児童福祉—— 』
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検討の要があるだろう。

いずれにしろ，家庭と結びついた養護的対応は，児童福祉の重要な一面であり，その重要性は依 

然として減じてはいないのである。

2 . 保育•教育•心身上の対あ

次に)5童にとっては，その成育•成長に欠かせない保育的対応，教育的対応，それに心身的対応 

についてふれることにしよう。

( 3 ) 保育的対応保言を必要とする児童に保育サービスを保障することは，児童の成言にき 

わめて重要な意味をもつ対応である。もちろん現在の保育活動のすべてが福祉の視点でとらえうる 

のやはない。戦前にあっては，託児所‘•保育所は野ロ幽香らの二葉保育園の例にもみられるように 

農家や労働者家庭など「下層社会」の保言に欠ける児童が主たる保護対象であった。それだけに， 

戦前の保育的対応は全般的にみても福祉的性格の強いものであった。

しかるに，現在は保育に欠ける児童や保育を必要とする児童は，農家や労働者家庭のみでなく， 

すべての階層にわたっている。貧民託児所や季節託兄所など福祉的性格の濃い対応が保言サービス 

の中心という状況は過去のものとなっている。核家族化の進行，既婚女性の就業や社会参加の増加 

は家庭外保言の要求を拡大したのであった。それにあわせるように，児童福祉法（第39矣第2項）で 

も保育に欠ける)E童への保まサービスが市町村長に義務づけられるようになったし，また中央児童 

福祉審議会でも保育需要への対応を重視する答申がなされてきたのである。

このようにして，保育サービスが母親に労働，学習，あるいは社会参加の機会を保障するととも 

に，児童の成育にとって不可欠の対応として保育権といえるほど一般的な意味をもつものになって 

いる。もちろん，現状は保育Itにふさわしい保育供給を内容的にも十分なしているとはいまだにい 

えない段階である。保言施設の整備や保労働の保護などのほか，福祉的性格をもつ僻地保言所 

(1961年度に制度化）や季節保育所（1953年度に制度化)，障害児や低所得階層への保育保障，さらには 

保育需要の多If化にあわせた対応などは，なお今後も改善•充実をはからねぱならない点であろう。

( 4 ) 教育的对応成育期の児童に対して教育•学習機会を等しく保障することは，部分的に 

は福祉政策にも関係してくる重要な課題である。福祉の役割をはたす教育的対応には，たとえば貧 

困やハンデキャップを理由に公平な教育機会に恵まれない児童，教育の本来性の欠如や対応の不適 

正から発生する，いわゆる落ちこぼれ，登校拒否，暴力をふるう児童などが対象に入ってくる。

新憲法，児童憲享，学校教育法でも，すべての児童に対する教育機会の保障が講われているよう 

に，理念的には教育権•学習権は確立しているといって.よい。それだけに，教育領域での福祉的対 

応はもはや不必要という認識も存在しうる。しかし現実は必ずしもそうではない。たとえば養護教 

育をみても，障害児への猶予や免除条項が戦前のみでなく，戦後にいたっても，残存しつづけたし，
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# 護教言が義務化された後も，問題がすべて解決したわけではない。現実をみても，上記の登校拒 

否児の発生や養護教言の問題のほか，夜間中学，勤労学生の存在などは，いまだに教育領域でも福 

祉的対応が必要であることを教えているであろう。

現在，新憲法で確認された教育をうける権利や無償の義務教育を保障するために，生活保護法， 

教育基本法，就学援助法等で経済的教育扶助，奨学金，学用品•通学費•修学旅行費の援助などを 

行なっている。また夜間中学，高校•大学通信教育も十分ではないが，細々と維持されている。そ 

のほか，地域•地方の重視を反映して，各地で教育的•文化的意味をもつ諸施設が建設されている 

ことも，.福祉的対応と結びつけて理解することができるだろう。

このように教育を̂通しての，あるいは教言にかかわる児童福祉も，児童にとっては不可欠の側面 

なのである。

( 5 ) 心 身 的 対 あ 成言過程にある児童に対し，肉体的•精神的に成言を保障し，それを阻害 

するものは除去すろように努力することは，国，自治体，さらには大人たちの責務である。医療や 

保健衛生はすべての人間にかかわる問題であるが，とりわけ児童にとっては重要な意味をもってい 

る。その意味で，心身的対応は児童福祉の根幹の1つとなる対応である。児童憲享でも「すべての 

児童は，適当な栄養と住居と被服が与えられ，また，疾病と災害からまもられる」（第3項)，さら 

に 「すべての児童は，その労働において，心身の発言が阻害されす，教育を受ける機会が失われず, 

また，児童としての生活がさまたげられないように，十分に保護される」（第8項）と諶われている 

ほどである。

当初，この問題は衛生•健ま•発育の不良，劣悪な児童労働，虐待などにみられるように，貧困 

•不衛生•過酷な労働に象徴される下層社会に集中していた。その後，資本主義の発展とともに， 

一方で医学の海歩がみられた反面，他方で階層や階級，さらには特定地域をも超えて環境悪化や難 

病 •医原病といった新たな困難が発生した。その結果，すべての児童に対して，個々の家庭による 

対応を超えて，国家•自治体による心身的対fSが不可欠になった。工場法による児童労働の保護を 

はじめ，児童福祉法，母子保護法，さらにとくに何らかのハンデキャップを負った児童に対する個 

別的政策•立法による対応を基礎に，啓蒙•予防•治療等にわたって医療や保健にかかわる心身的 

対応が全般化してきた。 '

その結果，わが国でもヨーロッバやオセアニア諸国に遅れながらも，医療や衛生にかんする教言 

•啓ま•相談，予防や治療，あるいは児童医療の無料化にむけて大きな前進がみられつつある。そ 

のような段階にすすむと，心身的対応が，母性保護や母子保健などと一体のものとして取りくまれ 

るようになることもいうまでもないであろう。

r三田学会雑誌」76卷 2 号 （1983年6月）
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3. 教譲 •環境•権利上の対応

以上のほかに，教護的対応，環境的対応，権利的対応の側面があり，やはり重要な役割を演じて 

いろ。

( 6 ) 教護的対]̂ ； このところ少年犯罪の増大，しかもその低年齢化•粗暴化•凶暴化•薬物 

使用などにみられる多様化といった憂うべき状況が，年々進行している。このような少年非行•犯 

罪の増大に対しては，その当享者である児童が成育過程にあるということで，取縮りや刑罰よりも， 

教育的対応や環境の整備が優先される。

55童福祉の中でも，感化行政•教護行政がもっとも早くから対応されてきたことは，周知のとお 

りであるが，そこにおいて教や言導による対応を重視する原則が確立するのは，わが国でも比較 

的古いことであった。明治10年代にはじまる感化院による対応，18^9 (明治32) 年の家庭学校の設 

立，1900年の感化法の制定がその動向を端的に示しているだろう。現在でも，少年非行•犯罪に对 

する対応は，機構や制度にかんしては，児童相談所から家庭裁判所，保護司制度，教護院，少年院， 

少年刑務所にいたるまで，もっとも整備されている領域といってよいであろう。

にもかかわらず，少年非行•犯罪はわが国のみでなく，国際的にも増加傾向にある。その背後に 

は，工業化•都市化がすすみ，商業主義•営利主義•奢侈主義が跋置している状況があり，むしろ 

現代は児童の周囲には窗盗など種々の誘惑にかりたてる機会•可能性が強まっているということで 

ぁろぅ。 ’

このような少年非行•犯罪の増大は，それに対する対応のあり方にも新しい考えを生みだしてぎ 

た。教育的対応の原則は変わらないものの，児童に絶対的な信頼をおくたんなる理想論に依換Iすろ 

だけでなく，きびしく対処する必要のあるところにはきびしく対処するといった考えの抬頭も，そ 

の 1つである.。保護主義の原則の下で，家庭裁判所での非公開の審理，警察や検察から自立した手 

統きなど児童本位の方法で対応する現行の少年法を，改正しようとする法務省中心の動きも，その 

流れに属する対応とみてよいであろう。

以上のように，少年非行は発展途上国におけるよりも，とりわけ高度に成熟した社会にあって深 

刻な問題となっている。それらの国の1つである日本も，正確なデータ.と冷静な理念•理論にもと 

づいた対応を迫られているのである。

(7 ) 環 境 的 対 応 環境や地域の問題がすべての国民にかかわる福祉の対象•課題として総合 

的にうけとめられるようになっこのは，わが国ではそれはど古いことではない。生活の核となる住 

宅さえ，十分に整備されてこなかったのであれば，長い間，環境や地域に対する関心はスラムやエ 

場地帯など特定地域にむけられるだけであったのは，当然のことであった。この点は，児童福祉の 

領域においても同であった。児童憲章で「すべての児童は，よい遊び.場と文化財を用意され，わ 

るい環境からまもられる」（第9項）と諷われた理念がバラバラな取りくみを超えて，日々避けえな
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い永続的な政策課題として，現場で本格的に取りくまれるのは，わが国では1970年代以降といって 

よいであろう。

もともと人間形成にとって，環境問題はきわめて重要ではあるが，児童の生活や福祉に地域社会 

•環境が密接に結びつけて理解されるようになるのは，高度成長過程で環境問題がおき忘れられ， 

その全般的悪化が進行してからである。具体的には公害問題の顕在化と反公害運動の進展，交通事 

故とそれの生みだす交通遺児の増大，水難事故の多発などを契機にしてのことであった。つまり環 

境悪化が全般化しすべての児童がその影響をうけるか，うける可能性をもつようになってからで 

ある。

高度成長は，たしかに国民生活を向上させた面も否定しえないが，反面でこめような環境問題を 

生みおとし，国民にも生活周辺•地域の問題に関心をつのらせることもした。そういった中で，児 

童を取りまく環境の整備や改言も政策目標として認識され，具体的な取りくみもなされるようにな 

った。道路，児童遊園, 遊び場，児童公園，児童館，児童も利用できる公民館•博物館などの建設 

や整備がそれである。

このように兄童に健全•健康な地域•環境を用意することがよりよい児童生活に不可欠であると 

いう認識が定着するにいたっているのが，現代の童福祉の状況である。

( 8 ) 権利的 対 応 現在，児童に対する福祉は社会福祉一般と同様に児童の権利の位置を得て 

いる。抽象的•理念的に児童の権利が認められているだけでなく，一'̂^̂一'"の具体的な問題におい 

ても，国や自治体の政策が国民•児童の権利として定着するように努力もつづけられている。

国際的に児童の権利が確認されるのは，1924年に国際連盟がジュネーブにおいて採択した「児童 

権利宣言J を機にしてのことであった。それとともにスウ= 一デンやニュージーランドが児童福祉 

法を世界に先がけて実施し，ほどなくアメリカも児童憲言を採択した（1930年)。これらを基礎に， 

戦後にいたって，国際連合が児童権利宣言を採択するにいたる（1959年)。国連が1979年を国際児童 

年としたのも，児童権利宣言20周年を記念するとともに，第 1次世界大戦後課題になってきた児童 

の権利を理念的に再確認し，かつ世界の児童のおかれた状況'を検証する意味もあったのである。

このようにして，わが国をふくめ，先進工業国では児童の権利は動かしがたい原則として定着し 

ている。それに沿う実際の福祉的対応も，恩恵や思いつきとしてではなく，権利として推進される 

方向にある。しかし現場をみれば，たとえば障害児や児童養護施設の児童にもみられるように，問 

題によっては権利はたんなる理念の段階にとどまったままで，権利的処置とはほど遠い対応がなさ 

れつづけていることもめずらしくはない。この点は，わが国に限ったことではないが，とくにわが 

国に顕著で，福祉に対する理解の遅れ，福祉の日常化の不徹底さを反映するものであろう。本来， 

権利とは，たんなる理念や目標であるにとどまらず，政策や事業に具体化され実態化するときにこ 

そ，意味をもつものである。その点で，わが国の児童福祉における権利の位置は，未だに目標や理
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念色の強い不徹底のものといわざるをえないだろう。

V 結 び

戦後，児童福祉は戦前とは大きく異なるものになった。その後の試行錯誤の後，現代の児童福祉 

は，すべての児童に対して，多様な側面から多様な方法で对応する性格のものになっている。特定 

の階層や側面や問題のみでなく，すべての児童，すべての児童問題がひとしく福祉の対象になりう 

る段階に到達している。それだけに，それに対する取りくみも，国 •自治体のみでなく，民間の0  

体や個人•家庭をふくめた総合的なそれでなくてはならなくなっている。

以上にみた8 っの問題も，バラバラに発生し，展開しているのではない。たしかに各々は独立し 

た問題でもあるが，同時に相互に密接な結びっきを有する関係にも立っている。当然それに対する 

对応も，担い手からみても，その対;Eの方法や内容からみても，一部のものによって，しかもバラ 

バラにすすめられるのではなく，国.自治体や民間の総力による体系的•総合的なものでなければ 

ならなくなっている。それを可能にする基礎になるものこそ，権利•義務関係の確立や対象の全般 

化といった理念を含む近代的な福祉理念であり，その理念と現実•実践を統合してうけとめる方法 

である。この点では，児童福祉は，戦前とはもちろん，終戦直後の時期からも大きく隔った距離に 

きているといえるであろう。

しかし現実は必ずしもそのような近代的な福祉理念が一般にも広く浸透し，受容されているとい 

えるのではなV、。それに応じて実践でも申し分なく対応がなされているのではない。’たしかに戦後 

まもなく，児童福祉をふくめ，社会福祉は理念的には近代的よそおいをもっにいたったが，その後 

は政府の対応の遅れを反映して，理念レベルでも実践レベルでも，満足すべき成果をっみ重ねてき 

たのではない。しばらくはきわめて緩慢な歩みであったといってよい。1970年代に入って，かって 

ない前進がみられたことも否定できないが，なおも十分なものとはいえない。むしろ急速な工業化 

•都市化のひずみがすべての児童におおいかかる新たな問題状況に直面して，必要最低限の対応を 

なしたにすぎないともいえる。実際に，近年の対応の前進にもかかわらず，現在でも理論の一般へ 

の浸透と実践の成果による社会福祉•児童福祉の前進が十分になされているとはいえないのである。 

理論と実践，目標•理念と手段•技術の統合の遅れ，とりわけ現場•実践の経験をっみ重ねて，一 

般化する努力，それを理念•理論に生かす努力の遅れが目立っであろう。

それだけに，今後はそのような近代的な福祉理念を再確認し，その理念と現場における実践を有 

機的に結びっける努力を通して成果をっみ重ねること，その際実践の経験に謙虚に耳を傾け，その 

っみ重ねによる理念•理論の整備を怠らぬこと，とりわけ1人 1人個性•個別性をもっ児童を対象 

にしている以上，理念化にあたっては実践の経験を生かす姿勢が不可欠であることを確認する必要
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があるだろう。まさに理念と実践，理論と技術の総合による福祉の効果的な推進こそ，児童福祉に 

とってのみならず，広く社会福祉にとっても今後の重大な課題となるのである。

(経済学部教授）

「三田学会雑誌」76卷 2 号 （1983年6月）
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